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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第130期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第129期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年６月30日

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

営業収益（千円） 5,627,771 22,240,321

経常利益（千円） 250,520 1,085,792

四半期（当期）純利益（千円） 163,026 602,411

純資産額（千円） 15,550,082 15,338,804

総資産額（千円） 33,197,157 32,548,567

１株当たり純資産額（円） 407.98 402.26

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
4.28 15.97

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
4.19 15.55

自己資本比率（％） 46.8 47.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
129,695 1,703,996

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,029,137 △5,195,133

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
442,566 3,416,936

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
1,502,865 1,959,582

従業員数（人） 661 656

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。

２．営業収益には、消費税等は含んでおりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 661 (311)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 245 (7)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社及び連結子会社の当第１四半期連結会計期間における事業の種類別セグメント毎の営業収益内訳及び主要業務

の取扱高等を示すと、次のとおりであります。

(1) 事業の種類別セグメント毎の営業収益内訳

内訳
当第１四半期連結会計期間

（平成20年４月～平成20年６月）

物流事業      5,253,776千円

（倉庫業収益） (1,142,679)

（港湾運送業収益） (981,052)

（陸上運送業収益） (2,335,493)

（その他の収益） (794,550)

不動産事業 373,995

（不動産賃貸業収益） (373,995)

計 5,627,771

(2) 事業の種類別セグメント毎の主要業務の取扱高等

物流業

(ア) 倉庫業

１) 入出庫高

区分
当第１四半期連結会計期間

（平成20年４月～平成20年６月）

入庫高 301千トン

出庫高 296

保管残高 期中平均 145

２) 貨物回転率（月平均）

区分
当第１四半期連結会計期間

（平成20年４月～平成20年６月）

数量ベース 68.3％

回転率＝
(入庫数量＋出庫数量）/2/3

平均残高

(イ) 港湾運送業

区分
当第１四半期連結会計期間

（平成20年４月～平成20年６月）

取扱高 709千トン

(ウ) 陸上運送業

区分
当第１四半期連結会計期間

（平成20年４月～平成20年６月）

取扱高 564千トン
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２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

３【財政状態及び経営成績の分析】

(1）経営成績の分析

　当第１四半期連結会計期間における日本経済は、サブプライムローン問題による米国経済の減速や資源価格

の高騰により、戦後最長の景気回復が後退する局面の中で推移しました。

　このような事業環境の下、当社グループは、物流施設の増強を図り、経営基盤の強化を行うとともに、積極的な

営業活動の推進、業務品質の向上に努めてまいりました。

　事業のセグメント別および連結の業績は次のとおりであります。

＜物流事業＞

　当第１四半期連結会計期間の営業収益は、倉庫業務が経済の減速もあり1,142百万円、港湾運送業務は、活発な

アジア・中近東向け貿易を反映し981百万円、陸上運送業務はメーカーの配送業務の取扱い増加により2,335百

万円、その他の物流業務は航空貨物取扱手数料等の減少もあり794百万円となり、当事業における営業収益は

5,253百万円、営業利益は232百万円となりました。

＜不動産事業＞

　前期中に稼動した新規賃貸物件が寄与し、当第１四半期連結会計期間の当事業における営業収益は373百万

円、営業利益は157百万円となりました。

＜連結＞

　営業収益は5,627百万円となりました。また、営業利益は、20年３月末取得の市川倉庫を中心とする減価償却費

等の増加により217百万円、経常利益は、持分法による投資利益の増加、受取配当金の増加等の結果、営業外損益

が前年同期と比べ改善し250百万円、四半期純利益は、法人税等が前年同期と比べ減少した結果163百万円とな

りました。

　

(2）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の資産につきましては、33,197百万円となり、前連結会計年度末比648百万円の増

加となりました。主なプラス要因は、建設仮勘定等の有形固定資産の取得、及び、その他有価証券評価差額金の

増加等に伴う投資有価証券の増加であり、主なマイナス要因は、有形固定資産取得に伴う預金の減少でありま

す。

　負債につきましては、17,647百万円となり、前連結会計年度末比437百万円の増加となりました。主なプラス要

因は、借入金（長期及び短期）の借入による増加であり、主なマイナス要因は、引当金及び未払法人税等の減少

であります。

　純資産につきましては、15,550百万円となり、前連結会計年度末比211百万円の増加となりました。主なプラス

要因は、投資有価証券の時価の上昇に伴う、その他有価証券評価差額金の増加であります。

　

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における現金および現金同等物の残高は1,502百万円となり、前連結会計年度末比

456百万円の減少となりました。

　「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、129百万円の収入となりました。主なプラス要因は、税金等調整前

当期純利益および減価償却費であり、主なマイナス要因は、法人税等の支払額であります。

　「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、1,029百万円の支出となりました。主な要因は有形固定資産の取得

による支出および投資有価証券の取得による支出であります。

　「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、442百万円の収入となりました。主なプラス要因は、借入（長期及

び短期）による収入であり、主なマイナス要因は、長期借入金の返済による支出であります。

　

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 39,324,953 39,324,953

東京証券取引所

名古屋証券取引所

（各市場第一部）

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式

計 39,324,953 39,324,953 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

平成16年７月15日取締役会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成20年６月30日）

新株予約権付社債の残高（百万円） 240

新株予約権の数（個） 48

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） -

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 786,885

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株につき　　　　　　　　305

新株予約権の行使期間

自　平成16年８月13日

至　平成20年７月30日

（スイス時間）

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）

発行価格　1株につき　　　305

資本組入額　1株につき　　153

新株予約権の行使の条件 本新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 -

代用払込みに関する事項

新株予約権を行使しようとする者の請求があるときは、そ

の新株予約権が付せられた社債の全額の償還に代えて新

株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込

があったものとする。

また、新株予約権が行使されたときには、当該請求があっ

たものとみなす。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 -

　旧商法に基づき発行した第３回および第４回新株予約権(平成18年２月28日取締役会決議分)については、平成20年３月

10日の取締役会において平成20年４月15日に当該新株予約権の取得および消却を行うことを決定し、同日付にて取得お

よび消却いたしました。
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（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年４月１日～

平成20年６月30日
－ 39,324 － 3,412,524 － 2,134,557

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,209,000 －

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 37,742,000 37,742 同上

単元未満株式 普通株式 373,953 － 同上

発行済株式総数 39,324,953 － －

総株主の議決権 － 37,742 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2千株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数2個が含まれております。
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②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

東陽倉庫株式会社
名古屋市中村区名駅

南二丁目６番17号
1,209,000 － 1,209,000 3.07

計 － 1,209,000 － 1,209,000 3.07

（注）　当第１四半期会計期間末現在の自己名義所有株式数は、1,210,000株となっております。

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月

最高（円） 230 239 248

最低（円） 205 223 230

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。

EDINET提出書類

東陽倉庫株式会社(E04287)

四半期報告書

10/21



１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成２０年６月３０日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成２０年３月３１日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,502,865 1,959,582

受取手形及び営業未収金 3,076,145 3,025,993

原材料及び貯蔵品 12,892 11,061

仕掛品 － 23

その他 697,717 750,139

貸倒引当金 △3,238 △3,846

流動資産合計 5,286,381 5,742,952

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 10,470,704 10,672,953

土地 ※2
 7,089,936 7,089,936

その他（純額） 3,650,036 2,916,559

有形固定資産合計 ※1
 21,210,677 20,679,449

無形固定資産

無形固定資産合計 275,602 269,082

投資その他の資産

投資有価証券 4,548,773 3,978,341

その他 2,129,190 2,119,963

貸倒引当金 △241,050 △241,222

投資損失引当金 △12,417 －

投資その他の資産合計 6,424,495 5,857,082

固定資産合計 27,910,775 26,805,614

資産合計 33,197,157 32,548,567

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 1,344,250 1,417,142

短期借入金 2,135,618 1,702,068

1年内償還予定の社債 2,000,000 2,000,000

1年内償還予定の新株予約権付社債 240,000 240,000

未払法人税等 13,335 208,253

引当金 66,483 265,261

その他 1,039,776 803,921

流動負債合計 6,839,462 6,636,646

固定負債

長期借入金 6,941,032 6,811,874

引当金

退職給付引当金 2,474,442 2,479,935

その他の引当金 ※3
 133,380 133,200

EDINET提出書類

東陽倉庫株式会社(E04287)

四半期報告書

11/21



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成２０年６月３０日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成２０年３月３１日）

引当金計 2,607,822 2,613,135

その他 1,258,757 1,148,106

固定負債合計 10,807,612 10,573,116

負債合計 17,647,074 17,209,762

純資産の部

株主資本

資本金 3,412,524 3,412,524

資本剰余金 2,179,282 2,179,303

利益剰余金 9,465,945 9,455,379

自己株式 △284,835 △284,695

株主資本合計 14,772,916 14,762,512

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 777,165 569,901

評価・換算差額等合計 777,165 569,901

新株予約権 － 6,390

純資産合計 15,550,082 15,338,804

負債純資産合計 33,197,157 32,548,567
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

営業収益 5,627,771

営業原価 5,188,971

営業総利益 438,800

販売費及び一般管理費 ※
 221,767

営業利益 217,032

営業外収益

受取利息 3,654

受取配当金 48,103

持分法による投資利益 22,317

その他 5,600

営業外収益合計 79,676

営業外費用

支払利息 44,174

その他 2,014

営業外費用合計 46,189

経常利益 250,520

特別利益

貸倒引当金戻入額 834

固定資産売却益 672

補助金収入 523

特別利益合計 2,031

特別損失

投資損失引当金繰入額 12,417

葬儀費用 8,053

固定資産除売却損 1,677

特別損失合計 22,148

税金等調整前四半期純利益 230,403

法人税、住民税及び事業税 5,063

過年度法人税等戻入額 △4,278

法人税等調整額 66,592

法人税等合計 67,376

四半期純利益 163,026
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 230,403

減価償却費 364,323

貸倒引当金の増減額（△は減少） △780

投資損失引当金の増減額（△は減少） 12,417

退職給付・執行役員退職慰労・役員退職慰労引
当金の増減額（△は減少）

△5,313

受取利息及び受取配当金 △51,758

支払利息 44,174

持分法による投資損益（△は益） △22,317

有形固定資産売却損益（△は益） △662

有形固定資産除却損 1,508

売上債権の増減額（△は増加） △50,152

仕入債務の増減額（△は減少） △72,891

その他 △129,245

小計 319,706

利息及び配当金の受取額 48,230

利息の支払額 △50,521

法人税等の支払額 △187,719

営業活動によるキャッシュ・フロー 129,695

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △810,799

有形固定資産の売却による収入 1,405

無形固定資産の取得による支出 △14,469

投資有価証券の取得による支出 △202,276

貸付けによる支出 △6,531

貸付金の回収による収入 3,533

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,029,137

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 300,000

長期借入れによる収入 600,000

長期借入金の返済による支出 △337,292

新株予約権の取得による支出 △6,390

自己株式の売却による収入 478

自己株式の取得による支出 △640

配当金の支払額 △113,589

財務活動によるキャッシュ・フロー 442,566

現金及び現金同等物に係る換算差額 158

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △456,717

現金及び現金同等物の期首残高 1,959,582

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,502,865
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　　【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

会計処理基準に関する事項の
変更

リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、従来、賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっておりましたが、「リー

ス取引に関する会計基準」（企業会計基準

第13号（平成５年６月17日（企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会　会計制

度委員会）、平成19年３月30日改正））が平

成20年４月１日以後開始する連結会計年度

に係る四半期連結財務諸表から適用するこ

とができることになったことに伴い、当第１

四半期連結会計期間からこれらの会計基準

等を適用し、通常の売買取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。また、所有

権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産の減価償却の方法については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。

　なお、リース契約日が適用初年度前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を引き続き採用しております。

　これらによる損益に与える影響はありませ

ん。

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

固定資産の減価償却費の算定

方法

　減価償却費の方法として定率法を採用してい

る固定資産については、連結会計年度に係る減

価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

　　【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

(有形固定資産の耐用年数の変更)

　当社の機械装置については、従来、耐用年数を２～12年としておりましたが、当

第１四半期連結会計期間より２～15年に変更しました。

　この変更は、平成20年度税制改正により機械装置等の税法耐用年数が変更とな

り、これを契機として、経済的耐用年数を見直したことによるものです。

　この変更に伴う営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影

響は軽微であります。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、15,128,896千円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、14,814,698千円で

あります。

※２　担保資産

　担保に供されている資産で、事業の運営において重

要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べ

て著しい変動が認められるものは、次のとおりであり

ます。

※２　担保資産

　

土地 2,195,206 千円 土地 1,402,422 千円

※３　執行役員退職慰労引当金

　執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく当連結会計年度末要支給額を計上しておりま

す。

　なお、平成20年６月開催の取締役会で執行役員退職

慰労金制度を廃止しましたが、退任時に支給する金額

が確定するまで、引き続き引当金として計上すること

としております。

※３　執行役員退職慰労引当金

　執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく当連結会計年度末要支給額を計上しておりま

す。

　４　受取手形の裏書譲渡高は50,611千円であります。 　４　受取手形の裏書譲渡高は53,466千円であります。

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 95,809千円

役員賞与引当金繰入 5,600 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）
 （千円）

現金及び預金勘定 1,502,865

現金及び現金同等物 1,502,865

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 39,324 千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,210 千株

３．新株予約権等に関する事項

平成16年　新株予約権付社債  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 786 

新株予約権の四半期連結会計期間末の残高 － 千円

４．配当に関する事項

 （1）配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 152,460 4.0  平成20年３月31日  平成20年６月30日
利益剰余

金

 （2）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期
間末後となるもの

　

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

東陽倉庫株式会社(E04287)

四半期報告書

17/21



（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

 
物流事業
（千円）

不動産事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

営業収益      

(1)外部顧客に対する営業収益 5,253,776 373,995 5,627,771 － 5,627,771

(2)セグメント間の内部営業収益又

は振替高
－ 20,514 20,514 (20,514) －

計 5,253,776 394,510 5,648,286 (20,514) 5,627,771

営業利益 232,940 157,427 390,367 (173,335) 217,032

　（注）１．各事業区分は営業収益集計区分によっております。

２．各事業に属する役務の名称

事業区分 主要な役務の内容

物流事業
倉庫業、港湾運送事業、貨物自動車運送事業、貨物運送取扱事業、物流業務管理

業、通関業、航空貨物運送代理店業、海運代理店業、流通加工等

不動産事業 土地・建物の賃貸及び仲介、建設工事の請負・設計ならびに監理等

　

【所在地別セグメント情報】

　当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。

　

【海外営業収益】

　当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　海外営業収益が、連結営業収益の10％未満のため、海外営業収益の記載は省略しております。

　

　　　（有価証券関係）

該当事項はありません。

　

　　　（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

　

　　　（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

　

　　　（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 407.98 円 １株当たり純資産額 402.26 円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 4.28 円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
4.19 円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額  

四半期純利益（千円） 163,026

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 163,026

期中平均株式数（千株） 38,115

　  

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額  

四半期純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（千株） 786

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

　　　（リース取引関係）

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月12日

東陽倉庫株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 井上　嗣平　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 佐久間　清光　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　智司　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東陽倉庫株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東陽倉庫株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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